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実社会指向アプローチによる認知症高齢者のための
協調型介護支援システムの研究開発

中 川 健 一†1 杉 原 太 郎†1 小 柴 等†1

高 塚 亮 三†1 加 藤 直 孝†2 國 藤 進†1

我々は産学官共同で認知症高齢者の介護を支援するシステムの開発をしている．超高齢社会を迎
えた社会情勢をふまえ，情報通信技術やユビキタス技術による支援システムは多くの大学や機関で
研究が進められている．しかし研究として成功しても死の谷 (Wessener, 2001) やダーウィンの海
(Branscomb, et al., 2002) 問題で指摘されるように，現場での利用に至らない例も多々ある．介護
では人間中心のケア (Takatsuka, et al., 2005) が注目されているが，ユビキタスの研究で言われる
人間中心設計 (ISO13407, 1999)とは意味が異なっており，後者は使い勝手の良さや新規性のみにと
らわれた機能など，シーズ側の都合で考えていることが多い．本研究は認知症高齢者のケアという文
脈依存の要因が強く定量化の難しい分野において，介護の本質に踏み込み，システムの企画，設計，
開発，導入，運用に至るまで介護現場のニーズと先進的なシーズのコラボレーションにより進めてい
る．このプロセスを実社会指向アプローチと名付けた．このアプローチにより開発したシステムは試
験導入した介護施設において導入直後から夜間介護で役立つ効果が出ており，その人その人に合わせ
たケアや適切な介入と介護を支援するシステムとして介護者の好評を博している．

Development of Cooperative Care Support System for
People with Dementia by Society Oriented Approach

Kenichi Nakagawa,†1 Taro Sugihara,†1 Hitoshi Koshiba,†1

Ryozo Takatsuka,†1 Naotaka Kato†2 and Susumu Kunifuji†1

We have been developing a cooperative care system for people with dementia in Group
Home. Japan is running towards super-aged society. A lot of researches and developments
related to the ubiquitous technology for nursing have been conducted. However, Accord-
ing to the philosophy of valley of death (Wessener, 2001) and Darwinian Sea (Branscomb,
et al., 2002), laboratories results cannot be implemented directly into the real world. Recently
person-centerd care (Takatsuka, et al., 2005) is paid to attention, but that is different from
the human centered design (ISO13407, 1999) in an ubiquitous research. As for the research
of the past, easiness to use and originality are valued. The care for people with dementia
depends on context, and it is difficult to quantify. But in this research, we stepped into the
essence of nursing. We are advancing the design, development, introduction and operation
by the collaboration of needs and seeds. We named this process the world aim approach. We
used this approach, and implement our system in real Group Home facility. The effective
outcomes of this research had been brought into light. The nurser is giving a good evaluation
for this system, such as the system keeps the balance of independence and caring and the
efficiency improvement of care work.

1. は じ め に

日本は世界に先駆けて人口の 21%以上を 65歳以上

の高齢者が占める超高齢社会に突入しようとしている．

†1 北陸先端科学技術大学院大学
Japan Advanced Institute of Science and Techology

(JAIST)

†2 石川県工業試験場
Industrial Research Institute of Ishikawa (IRII)

高齢者の中で，認知症を患う人は約 200万人にのぼろ

うとしており，今後も増加が見込まれている．グルー

プホームは複数の高齢者が介護者と共同で生活を営む

介護施設であり，認知症高齢者の切り札として期待さ

れている．介護保険法で正式に許認可を受けた 2000

年 4月末は 418事業所であったが，2007年 3月末に

は 8,841事業所と当初の 20倍にも増加し厚生労働省

の予測を上回っている．このような急激な社会変化に

対して，介護の有資格者数や介護に関連する制度が追
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いつかず，介護に関連した事故や事件が起きている．

この社会的背景をふまえ，情報システムやロボット5)

など技術的な仕組みによって介護を支援する開発や方

法論の研究が進められている．

本論文では我々が開発している介護支援システムに

ついて述べる．この研究の重要な観点は実社会におい

て必要とされ利用されるものを開発するプロセスにあ

る．すでに多くの研究機関においてユビタキスや情報

通信技術による介護支援システムと銘打った研究開発

が進められているが，研究としての新規性や有用性は

あっても介護者にとって実運用可能なシステムはいま

だに少ないのが実情である．これは実世界指向やウェ

アラブル，アンビエントといったインタフェースや使

い勝手の向上だけでシステムが実用化されるわけでは

ないことも示している．人間中心設計4)やユーザ中心

設計6)，参加型デザイン7) によりニーズの反映やユー

ザビリティの改善をする動きは進められている．しか

し我々が対象とする認知症高齢者の介護は，人，作業，

機器，環境という要因が文脈に強く依存し，同じケー

スを容易に定量化できない特殊な分野である．このよ

うな現場で利用されるシステムを構築するためには，

介護の本質を技術者が理解することが重要である．た

とえば立ち仕事や移動することが多くパソコンの前に

じっくり座って操作することができないといった介護

現場の状況をふまえなければならない．そもそも介護

者の多くはコンピュータの操作には不慣れである．ま

た介護系の大学の授業でコンピュータの実習を組み込

んだカリキュラムは少ない．むしろ機械浴のような道

具に頼らず，介護とは人が中心であり，人がコミュニ

ケーションを大切に行うことが重要である8)などと一

般教育や哲学で教えている．よってインタフェースの

改善どころか，システムの導入そのものに反感を持つ

介護者も少なくない．

我々の開発したシステムは構築にあたって現場の観

察や，介護者へのヒアリングを実施し，介護者の視点

を反映したことにより実際のグループホームに受け入

れられている．本システムの設計理念としては，シス

テムが介護者を代替するという考えは持っておらず，

あくまでも介護者を支援するものと位置づけている．

その結果，本研究の見守り支援システムは介護者に 0.5

人分の目を提供するものと介護者から表現されている．

2. 認知症介護現場の行動分析

本研究に着手するにあたり，認知症介護の実態調査

から始めた．課題からシステムとして支援できること

を探るために介護施設における行動分析を実施した．

図 1 介護施設におけるカメラの配置と画面例
Fig. 1 The arrangement of cameras in Group Home.

2.1 アプローチ

対象となるグループホームでは警備会社が提供する

赤外線カメラが図 1 に示すとおり 6台，廊下やリビン

グなど個室以外の共有空間に配置されている．また常

時 6名の認知症高齢者が生活しており，行動分析を実

施した当日は，介護者が昼間は 3名，夜間は 1名がお

り，この介護者数はグループホームで一般的な構成で

ある．赤外線カメラによって撮影される映像は 8日間

分がハードディスクに記録されている．分析にはタイ

ムサンプリング法を用いて 1分単位で全入居者（認知

症高齢者）および介護者の位置と行動をまとめた．ま

た入居者は日中ほとんどリビングで過ごすことから，

リビングでの音声も記録し，会話内容の確認も行った．

2.2 分 析 結 果

行動分析からはシステム開発に役立つ以下の 3点の

結果を得た．

( 1 ) ベテランと若手介護者の違い

介護職に就いて 3 年以上キャリアを持ついわゆるベ

テラン介護者と介護職になって 1年未満の若手介護者

の介護業務における行動の量および質の違いが顕著に

現れた．現場に入って観察した第一印象としてはベテ

ラン介護者は通常，家屋全体を見渡せる位置にいてあ

まり動いていないように見えたが，データを採取する

と実際には若手以上に効率良く風呂場や物干し場など

を見回り活発に移動していることが判明した．またコ

ミュニケーションは介護において重要視されるが，積

極的に介護者が入居者と会話することを指すのではな

く，ベテラン介護者は入居者同士が会話をするように

促すことや，入居者同士が言い争いになったとしても

すぐに介入せずに入居者で解決できるようにしていた．

すなわち，かまいすぎないことで，入居者の自立に役

立つことを目指した介護を意識していることが分かっ

た．またベテラン介護者は，横にいる入居者の世話を

しつつ，若手介護者に指示をしたり，ソファにいる入

居者の様子をうかがったり，つねに施設全体に対する
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目配りができていることが映像から確認できた．

( 2 ) 介護者間での連携

グループホームは小規模で在宅に近い雰囲気であるこ

とが認知症高齢者にとって空間把握が容易になるなど

のメリットをもたらすが，一方で介護者には規模が小

さいことによる不便もある．たとえば入浴介助向けに

高価な機械浴を導入することができない．そのため入

浴する 1名の入居者に対し，2名の介護者が付く必要

があり，残り 5 名の入居者を 1 名の介護者が見なけ

ればならない状況があった．またトイレ介助も 10分

以上と長時間かかる場面があり，この場合も特定の入

居者にかかりきりになってしまう状況があった．介護

者に確認したところ，これらの状況は多くのグループ

ホームでも同様に発生している．一方で人手が足りな

いからといって介護者を増やせば人件費などのコスト

が生じ，施設にとって経営的な問題にもなり，社会的

には福祉に関する公的な財政を圧迫することにもなる．

また前節でも述べたとおり，人手を多くして介護を手

厚くすることが入居者にとって自立支援という観点で

必ずしも良いことではない．

( 3 ) 映像の記録と操作性

この施設に設置されたカメラの映像は専用の機器で録

画されている．この機器には巻き戻し機能があり，介

護者は認知症高齢者が起こす問題行動の対処に活用し

ていた．たとえばスリッパを紛失した場合や新聞を隠

してしまった場合に探し出していた．また徘徊が起き

た際に向かった方向（右か左か庭先か）や服装を確認

し警備会社の人と探索するのに役立てていた．しかし

ながら映像は参照すべき場面の検索に時間がかかるこ

とから操作性に課題があった．

2.3 考察およびシステム開発につながる知見

前節の結果と介護者に確認したインタビューより，

システム開発に役立つ以下の 3点の知見を得た．

( 1 ) 見守りの重要性

介護において重要な考え方として「見守り」がある．

かまいすぎないことで，入居者の自立を促す効果があ

る．この見守りを実施するにはベテラン介護者のよう

に，つねにグループホーム全体に対して五感を働かせ

る必要があり，特に入居者や介護者の様子を俯瞰する

「目」が必要となる．よってシステムとしてカメラを

導入し映像を活用することにした．

( 2 ) 協調型介護支援

小規模な介護施設内において効率的かつ効果的に介護

を行うには介護者間での連携を高める手段が必要であ

る．従来研究の多くは基本的な考え方としてシステム

が介護者や家族の代理を行うことを意識している．た

とえば独居高齢者のために無人で通報するシステム9)

の研究やペット型ロボット10)によるコミュニケーショ

ン支援があげられる．いい換えればこれらのシステム

は高齢者を直接支援している．一方で本研究の特長は

介護の教育でもいわれている人同士のふれあいによる

介護という考え方を尊重し，システムは介護者の支援

を行うことで間接的に入居者への介護の質が高まるこ

とを目指している．具体的には，どの入居者に対して

適切な介護が必要かという判断材料の提供や，介護者

間で連絡を取り合う手段の提供はシステムによって可

能と考えられる．この仕組みを協調型介護支援と呼ぶ．

システムとしては介護者と入居者の位置情報を得るた

めに ICタグを導入した．

( 3 ) 静止画での記録

介護にとって必要な場面のみを即座に簡単に確認でき

ることか，必要な場面のみ記録する機能が求められる．

本システムとしては徘徊老人問題に対し，外出時の服

装を記録するという目的が検討され，動画ではなく静

止画によって記録することにした．静止画は動画に比

較して検索がしやすく，操作を簡便にできる．

3. プロトタイプシステムの開発

本章では，介護支援システムの概要について述べる．

前章の行動分析から得た知見をもとにシステムを開発

した．特定の技術や機器ありきで研究開発が進められ

ることもあるが，本システムは介護者の意向を反映さ

せて機能面の設計や開発を行ってきた．介護者にとっ

て先進的な技術というのは利点にならず，むしろ安定

性を求める観点からは不要である．重要な点は介護の

課題に解決するための技術であり，ニーズとシーズの

マッチングである．

3.1 開発におけるアプローチ

( 1 ) 仮想グループホームの構築

グループホームでは認知症高齢者が 24時間 365日入

居して暮らしており，介護者は入居者の生命を預かっ

ている．実験とはいえ，システムには安全性と耐久性

が何よりも求められる．そのため，事前検証をする場

として，まず大学内に仮想グループホーム11) に相当

する環境を構築した．実験環境は多数のセンサを埋め

込むことが可能である．また間仕切りを自由に変更す

ることで多様な部屋割りを組み，様々な居住環境を想

定してシステムを検証することができる．

( 2 ) 協調型介護支援に必要な機器構成

前章で述べた介護に有効とされる支援機能を要件にシ

ステムを構成した．まずネットワークカメラによって

介護者を見守りつつ，ICタグによって介護者と入居者
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図 2 協調型介護支援システムの構成
Fig. 2 A structure for cooperative care support system.

の位置を把握し，それらの情報をマルチモニタによっ

て参照することで複数の介護者が協調して介護に取り

組むことができるようにした．機器はいずれも市販さ

れた汎用品であるが，図 2 のように各機器をネット

ワークを通して相互利用できるようにソフトウェアを

開発し，情報端末に不慣れな介護者でも簡便に利用で

きるインタフェースを提供した．カメラは夜間の介護

状況を確認できることと向きやズームの変更にも対応

できる製品とした．タッチ操作の機能を保有するモニ

タはカメラ映像を複数同時に表示できるように横 1280

縦 1024 dotに対応する製品とした．ICタグの選定に

は家屋内に分散して配置させることが要件として求め

られるため，リーダに IPアドレスを割当て可能な製

品とした．これにより各リーダに PCを配置する必要

がなくなる．ICタグで検出した情報はネットワークを

通し，サーバ PCで収集する．サーバソフトウェアは

ICタグベンダの提供する APIに合わせ Visual Basic

6.0で開発した．カメラによる映像情報や入居者，介

護者の位置情報は端末側ではWebブラウザで表示で

きるようにした．このシステムの独創的な点は介護者

同士で画面の一部を共有表示させる協調処理の部分で

ある．この処理には我々が開発し特許出願をしたWeb

コンテクストアウェアネス技術12)を用いて ICタグや

センサの情報をコンテクストの変化やクライアント側

のプロファイルに基づいて編集し，必要な部分のみを

各画面に表示するようにした．

3.2 開発ソフトウェアの概要と特長

本システムのソフトウェアには従来研究の課題解決

と，介護者にとって必要な機能を盛り込むよう開発し

た．機能や実装にあたり，実社会指向アプローチとし

て，以下のコンセプトを重視した．

( 1 ) 入居者に配慮した位置検出

認知症高齢者の介護において最も懸念されるのは徘

徊や転倒である．これらの行動は生命の危機に直結す

る．そのため介護者はつねに認知症高齢者の行動を把

握しておく必要がある．そこで支援システムは，カメ

ラによる映像と，ICタグによる位置検出の組合せで，

入居者の行動を介護者が把握できるようにした．IC

タグを使う人物の位置検出の先行研究としては，子ど

もの登下校管理システムの事例がある．登下校システ

ム13)では，タグを保持する人（この場合児童）が「か

ざす」という面倒な操作を強いられるパッシブ型より

も，校門を通るだけで自動検出されるアクティブ型14)

を使うことが多い．一方で，高齢者の徘徊対策にGPS

を利用した研究がある15)．その研究結果では，GPS

装置が大きかったために，高齢者が装置の携帯をわず

らわしく感じ，装置をはずしてしまうという問題が起

きた．また幼児の位置情報を自動的に記録することを

目的にカメラとパッシブセンサ（加速度センサ）を組

み合わせた研究16) もあるが，本研究ではリアルタイ

ムに位置情報を得て，刻一刻と変化する介護の現場で

活用することが求められている．これら先行研究の課

題をふまえ，本システムでは，電池不要でサイズが小

さく，半永久的に使えることでメンテナンスに優れる

13.56MHz帯のパッシブ型 ICタグを採用した．この

パッシブ型 ICタグは有効距離が 70 cmしかないこと

が課題であるが，本システムを適用する場は屋外や大

規模な施設ではなく，一般的な家屋である．廊下やド

アにタグ検出のアンテナをつけることで部屋単位での

位置検出が可能になると仮定し，実証実験を行った．

( 2 ) 介護者に配慮した操作性

カメラ映像の提示や情報の入力手段といったシステム

の操作の容易性や簡便性は，情報端末に不慣れな介護

者にとって使用の採否を決定づける要因である．e-ナ

イチンゲールプロジェクトでは操作の簡便性を向上さ

せるために従来研究で利用の多い PDAの使用を廃し

て，看護師にウェアラブルセンサを装着する方式を提

案している17)．行動分析でグループホームにおける

介護者を観察したところ，昼間の介護は立ち仕事をつ

ねとする作業であり，動き回っていることが多い．そ

こで，多数のモニタを壁や家具に埋め込むアンビエン

トインタフェースを採用した．運用に際しては，カメ

ラ映像が入居者に見えるととまどうという意見もあ

り，介護者が近づくと ICタグの検出によってカメラ

の画面に切り替わり，通常は季節の写真や絵画を表示

する機能も開発した．浴室や台所，トイレなど水周り

の環境も考慮し，防水かつ無線で利用可能なモニタも

採用した．静止画を撮影することやカメラの向き変更，

ズーム切替えを画面のタッチ操作で使えるようにした．

また 1画面中にウィンドウが多数表示されると情報の

識別が困難になると考え 2 画面のマルチモニタ構成

とした．図 3 は我々が開発した本システムの画面の

一例であるが，左側のモニタには仮想グループホーム

における部屋割りと介護者・入居者の位置情報を表示

し，右側のモニタには，カメラによる映像を表示して
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図 3 試作ソフトウェアの画面例
Fig. 3 An image for prototype software.

図 4 （左）試作システムの機器構成（右）台所と靴箱へのモニタ
配置

Fig. 4 (left) A structure in virtual Group Home. (right) An

arrangement of monitors in kitchen and entrance.

いる．左側の画面において部屋の位置をタッチすれば

右側の画面で最も大きな枠にその部屋の映像が表示さ

れるように切り替わり，右側下部のボタンをタッチす

ればズームやスナップショット撮影が可能となる．

3.3 実験内容と結果

仮想グループホームにおいては 2 つの観点から実

験を実施した．実際のグループホームへの導入に先立

ち，開発したシステムや機器を介護者が試用すること

で，操作性や機能の不足と過剰を見極めた．また IC

タグによる位置検出方法も検討した．図 4 は部屋割

りと機器の配置を示している．居間にはこたつの中に

アンテナを置き，玄関には靴をとる行為を前提に靴箱

の中にアンテナを配置し，廊下にはアンテナの高さを

調整するなどの工夫を行って学生が入居者役となり検

証した．

実験の結果，玄関での検出は問題ないが，廊下の歩

行時や 居間で座る位置によっては短波帯アンテナの

有効距離である 70 cmでは検出されない場合も発生し

た．介護施設においては確実性が重視されるため，一

次導入では ICタグの設置を見送ることとした．この

問題に関しては有効距離が 2mから 3mあるUHF帯

の ICタグが市販されたことにともない，タグ設備の

切替えを検討している．

4. 現場介護施設における実証実験

本システムは，すでに実際のグループホームで一部

機能を稼動させている．その介護施設は行動分析を実

施したグループホームとは異なりカメラは導入されて

いなかった．入居者は 9名おり，介護者は昼間 3名か

ら 4名，夜間 1名の体制である．仮想グループホーム

での実験結果および介護者との打合せにより，まずは

見守り支援機能のみを導入し，段階的に機能の拡充を

進めることとした．この理由は，(1)行動分析の結果

からは見守り機能が優先度の高い支援の要件であると

判明したため，(2) グループホーム経営者より “初回

の導入時にはシステムそのものに慣れることが介護者

にも入居者にも重要である”とアドバイスを受けたた

め，(3)一度に多くの機能を盛り込むことで介護者が

操作にとまどうことのないよう配慮するため，(4)す

べての機能を導入すると，どの機能が効果的に働いた

のか検証が困難になるため，の 4点がある．

4.1 プライバシと研究倫理の配慮

IC タグにしろ，カメラにしろ，従来の研究におけ

る最大の課題としてプライバシに関する指摘が多い．

また「監視」という表現で揶揄されることもある．し

かし不審者を対象とする「監視」と，高齢者を対象と

する介護の「見守り」は明らかに異なる．監視とは，

見られる人は見知らぬ人であり，また見た情報を遠隔

地にある警備会社へ送信する防犯システムもある．一

方で，本システムの見守りは，同じ施設内で普段から

慣れ親しんだ人を見ている．介護者と入居者はグルー

プホームで 24時間生活をともにしており，介護を通

し信頼関係ができている．また監視カメラは映像を録

画して証拠としている．イギリスでは保存期間を法律

で定めプライバシに配慮している．しかし本システム

は，介護者と打ち合わせた結果，録画をしないことで

導入の同意を得た．上記の条件を合わせると，見守り

システムは介護者が入居者を直接見るか，カメラを通

して見るか，の違いしかない．

また研究倫理面については，本実証実験における対

象およびその家族に対して，本研究の目的・方法，協

力への判断は自由意志であること，協力を撤回，拒否

してもグループホーム利用に不利益が生ずるものでな

いこと，入居者の個人情報が十分保護されることを口

頭および文書で説明した．そのうえで「研究協力につ

いての同意書」に自由意志に基づく署名を得て，実証

実験を遂行した．

4.2 介護施設への設置

グループホームの良さは家らしさにあり18)，新築で

設備を充実させた “施設”ではなく既存の民家を改造

して “住宅”の雰囲気を残しているグループホームも

多い．そのような家屋に，大量のセンサを埋め込むこ

とや機器を多数設置することはできない．また配線の

面でも困難である．そこで 1つの工夫としてすべての

通信を無線化し，各機器に必要なラインは電源コンセ
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ントのみであり設置が容易になるようにした．これに

より LANの配線が不要となり，電源さえ確保できれ

ば特殊な施工などを必要とせずシステムを導入するこ

とが可能となった．事実，このグループホームにはイ

ンターネットの接続環境はない．また通信内容は暗号

化してある．

4.3 導入に至るプロセス

導入前にまず我々はグループホームの経営者，管理

者，ベテランの介護者 2名との打合せをした．介護者

2名は元病院での看護師で，カメラに対してプライバ

シ侵害という悪い印象を持っており，システムの導入

に当初反対をしていた．またカメラは入居者を見守る

ことを目的としているが，映像には介護者も写ってし

まうため，介護者側のプライバシにも配慮する必要が

ある．この課題に対して「録画をしない」という方針

を説明することで介護者は納得した．さらに本グルー

プホームに勤務する介護者 9 名全員が参加するケア

ミーティングで事前説明を行った．導入前の打合せと

同様にカメラに対して抵抗のある意見や不安の声も出

たが，当初カメラに反対をしていたベテラン介護者 2

名が，我々に代わりシステム導入による利点を説明し，

導入への推進を行った．また介護を見直す良い機会と

いう肯定的な意見も出た．

4.4 見守り方法の検討

導入の同意を得てからはカメラの位置について検

討を行った．その際，行動分析の結果およびグループ

ホーム固有の課題から，下記の状況での利用方法が想

定された．

• 介護者が浴室からリビングの様子を見る
入浴介助には，1名の入居者に対して，介護者が 2名

必要であり，介護に長時間を要する．その結果，入浴

待ちの 8名の入居者を少ない介護者数で介護をしなけ

ればならない状況になる．来訪者やトイレ介助が重な

ると人手が足りなくなるという問題が発生しかねない．

• 介護者がトイレからリビングの様子を見る
トイレ介助は介護者と入居者がマンツーマンで対応が

必要である．入居者は若い人と比べ，排泄に長時間を

要する場合が多い．入浴介助ほどではないが，人手が

足りなくなり，目が行き届かなくなるという問題が発

生しかねない．

• 介護者がリビングなどから玄関や裏口を見る
当該グループホームの入居者のうち 1名は外での徘徊

行動があった．入居者は玄関または裏口から出て行く

ため，それぞれにカメラが必要である．上記 3点は行

動分析をした介護施設でもほぼ共通の課題である．

• 介護者が 1階から 2階の様子を見る

図 5 介護施設における機器の構成
Fig. 5 A structure of Group Home.

このグループホーム特有の課題として 2 階の存在が

ある．介護者は 2階の様子を，システム導入前は音を

頼りに把握していた．1階には足腰の弱い方に個室を

割り当てるため，2階には比較的身体的には問題のな

い方が寝室としている．そのため夜間屋内徘徊をする

人がトラブルを起こすことがある．従来はその様子を

介護者はずっと聞き耳を立てて注意を払う必要があっ

た．このことはつねに神経をとぎすます状態が続くた

め，介護者にとって過度のストレスを生じていたうえ，

別の介護作業にあたっている際には作業動作が雑音と

なって 2階の様子が把握しにくいという懸念があった．

上記検討結果をふまえ，図 5 のようにカメラを設置

した．またモニタは固定タイプを食堂に 1台置き，無

線による可搬モニタも 1台導入した．食堂に置くモニ

タはリビングにいる入居者から見えないことと，夜間

にはモニタの光がまぶしくならないことを配慮して，

向きと高さを工夫している．可搬モニタは上述のよう

に浴室やトイレに持ち込むことが可能である．

5. 結果と考察

5.1 評 価 方 法

本システムは，定性的な評価を中心に行うこととし

た．行動分析時には介護者のベテランと若手の分類を

単純に勤務年数と仮定し，行動の違いを検証してみた．

しかし本システム導入の効果を介護の本質という観点

で評価するにあたり，介護・看護が成功するか否かは

暗黙知や感情，直感という定量化しにくい文脈や状況

に依存するとした研究報告もあり19)，勤務年数や事例

の数量から平均的な結果を分析するよりも内容に踏み

込んだ記述的な解析を行う方が，実社会指向アプロー

チに必要な要件を描き出すために適していると考えた．

そこで，介護者へのインタビューおよび現場の観察を

行い，システム導入による効果つまり介護の質の向上

を深堀して考察することとした．特に昼間と夜間の介

護の違いや，システムへの要望に着目して介護者の意

見を収集した．一方で入居者にはシステムに対する印
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図 6 （左）介護施設での利用イメージ（右）夜間介護の映像の例
Fig. 6 (left) An scene of monitoring. (right) An image of

night care.

象に関するインタビューや，要介護度の改善具合の調

査は今回実施しなかった．理由としては入居者は認知

症を患っていることから，導入前後の数カ月間におけ

る家屋内の状態の変化を比較することは入居者にとっ

て困難を極めることが心配されたためである．聞くこ

とによって「分からない」「覚えていない」ことを恥

ずかしく思う入居者もいることが懸念され，このよう

な場合には面子を保つために物忘れが激しいことを他

人に悟られまいとする行動や発言（パッシング：つじ

つま合わせ，ごまかし，隠蔽，取り繕いなど）をして

しまうとの報告20) もある．

5.2 システムの介護における効果

本システムを導入した直後から介護に役立つ効果が

出ている．図 6 は介護者がモニタを見ている様子お

よびモニタに表示される映像の一例である．導入前に

我々は本システムが多数の入居者が活発に活動する昼

間に効果を発揮すると予想していたが，実際には夜間

の介護で役立つ事例が以下のように多数観察された．

• 入居者 A は寝室が 2 階にある．夜間屋内徘徊

の問題行動があり，頻繁にトイレと寝室を往復するこ

とがある．システム導入前は，介護者が音だけを頼り

に様子をうかがっていたが，2階の状況が見えないこ

とが課題であった．システムにより 1階にいながら正

確に状況を記録でき，回数が多い日には処置をできる

ようになった．

• 入居者 Aが 1時間に 20回もトイレに行く日が

あった．頻繁にトイレを利用するうちにドアを壊して

しまい立ち往生している場面があった．立ちどまって

いると音が聞こえないが，映像により介護者は確認と

対処ができた．

• 入居者 Aが夜中に仲の良い入居者 Bの部屋に

間違えて入ろうとした場面があったが，介護者はこの

行動を把握し適切なタイミングで止めることができた．

• 入居者 C は 1 人でトイレの用を足すことがで

きる．介護者は問題なく部屋に戻る様子が確認でき，

入居者 Aと入居者 Cでそれぞれの人に応じた介護が

できるようになった．

以下は，介護者に効果のあった事例についてインタ

ビューして得た結果である．

• 入居者 D が 2 階廊下で寝ていた状況を発見し

た場面があった．この時期は初冬で寒く，放置してし

まえば風邪を引いてしまう恐れがあった．部屋を確認

したところ原因は部屋の暖房がききすぎと判明した．

• 日中，入居者はほぼ全員がリビングにいる．た
まに昼寝やトイレで廊下に出ることがあるが，廊下で

座り込んでしまいリビングに戻れなくなった入居者を

発見することができた．

5.3 効果の考察

運用で得た事例から以下の点が本システムの提供す

る効果と考えられる．

( 1 ) 夜間介護におけるシステムの有効性

仮説では昼間の介護での有効性を想定していた．しか

し，運用では夜間介護で効果的な場面が多かった．夜

間介護は現在グループホームにおける深刻な課題の 1

つである．夜間介護において発生した事件以降，基本

的に夜勤者 1 名，宿直者 1 名の 2 名体制が推奨され

ている．しかし経営面および要員確保の面で 2 名体

制の導入は難しく，夜勤者 1名で，緊急時のためのオ

ンコールシステムを採用している事業所が多い．した

がって，このシステムの導入が夜間介護者の支援にお

おいに役立つことが期待できる．

( 2 ) 入居者と介護者へのメリット

本システムは入居者がなるべく目に触れることがない

ように工夫しているため，直接入居者がシステムから

影響を受けることはないが，介護の質の向上によって

間接的に入居者にはメリットが享受されるようになっ

ている．介護者は入居者の体調や気分をつねに把握し

ており代弁者として機能している．介護に効果的な面

が多数見られることは介護者にも入居者にもメリット

があるといえる．

( 3 ) 運用後に判明した課題への対応

PCに不慣れなユーザにシステムを導入すると現場が

混乱することがしばしばあるが，本システムは実社会

指向アプローチにより段階的に導入をしたことが功を

奏しており，介護に影響を及ぼすようなトラブルは発

生していない．従来の介護を置き換えるものでもなく

介護の質にプラスアルファをもたらすものとして機能

している．ただし，留意点としては介護者の中には機

械への苦手意識からモニタの電源が切れているだけで

触れようとしない人もいた．この点については，UPS

の導入やリブートの仕組み改善などのシステムによる

対処と，操作に関する説明による運用面で対応をした．

また導入前に，我々はカメラの数，設置場所，向きに
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ついて打合せをしてきたが，実際運用を開始すると，

まもなく，複数の介護者から向きを変更する意見やカ

メラ数を増やすことへの要望が出た．カメラを導入し

たことで，顕在化した死角もあった．具体的には廊下，

玄関の内外，階段である．

( 4 ) 見守り機能の効果の普遍性

グループホームは小規模な施設であり，介護の質や内

容は入居者の症状や介護者のスキルや経営者の方針や

施設の環境など多くのコンテキストに依存する．よっ

て本実験に得られた効果がシステムの有効性を普遍的

に示すものであるとは限らないし，一方で多くの介護

施設で有効な機能が別の介護施設で機能しないことも

ありうる．むしろ機能面より各施設で求められる介護

支援の要件定義や導入の進め方が重要になると考えら

れる．ただ，行動分析や介護者へのインタビューで判

明したように認知症介護において見守りというコンセ

プトは重要であることから，他の施設においてもこの

支援機能が効果があることが期待される．この件につ

いては今後導入先を増やし対照実験を行い検証する．

6. まとめと今後の課題

本論文では介護の本質や介護者の知見を反映する実

社会指向アプローチによって研究開発を進めた協調型

介護支援システムについて述べた．すでに実際の介護

施設でシステムの運用を開始しており，見守り支援が

夜間介護で有効に機能していることを示した．効果を

まとめると，介護の本質であるその人らしさを尊重し

て各々の人を中心としたケアを介護者が提供すること

をシステムが支援している．具体的には問題行動への

適切なタイミングでの介入や，多くの作業が必要とな

る介護で優先順位をつけることがシステムで可能と

なっている．

システムの導入においては一度にすべての機能を導

入せずに介護現場の事前調査の結果をふまえ，最も大

切と判明した見守り機能を先行して導入した．このよ

うな段階的な導入によりシステムは介護者に混乱なく

受け入れられ，見守り機能の有効性も確認された．

次期段階としては ICタグを導入し，介護者同士の

連携を高めることで昼間の介護において複数のベテラ

ン，若手の介護者を支援する仕組みの提供を予定して

いる．また本システムを導入する介護施設を増やすこ

とにより介護に役立つ効果的な事例を発掘し，システ

ムの機能にフィードバックを加えてゆくことで，本シ

ステムがグループホーム支援の一助として普及するこ

とを目指している．
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